アメリカにおける訴因の変更について by 八百,章嘉
法学研究論集
第34号　2011．2
アメリカにおける訴因の変更について
Amendments　of　Pleading　and　Variances　in　the　United　States
博士後期課程　公法学専攻　2009年度入学
　　　　八　　百　　章　　嘉
　　　　　　　　　　YAO　Akiyoshi
【論文要旨】
　本稿は，アメリカにおける訴因の変更一起訴状の修正および不一致事実の認定一について，連邦
最高裁判例を中心に論究するものである。日本における訴因変更の議論は，訴因の性質および刑事
訴訟の原理理解と密接不可分の関係として展開されており，なお検討の余地が大いに残されている
領域である。そこで，訴因制度の母国とされるアメリカの議論を素材に，訴因変更について検討を
加える。
　起訴状の修正において，正式起訴状の修正は，先例であるBain判決およびその一部を判例変更
したMiller判決を軸に問題が提起されている。そこでは修正第5条の保護をいかに実行するかが
念頭に置かれている。略式起訴状の修正は，連邦刑事訴訟規則7条によった基準で運用されてい
る。また，不一致事実の認定では，Berger判決およびStirone判決を中心に，許容される認定と
起訴状の擬制的修正とみなされる許容されない認定が区別され，被告人への不利益の有無がその判
断基準となっている。
　以上の論点では，修正第6条による被告人の告知を受ける権利が重視されている。そのような
視座から日本法の検討を試み，若干の示唆を提示することが本稿の目的である。
【キーワード】訴因，起訴状の修正，不一致事実の認定，大陪審，告知を受ける権利
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1．問題の所在一本稿の目的
　戦後の訴因制度導入にあたって，審判の対象は訴因か公訴事実かという一大論争（審判対象論）
が展開されてきたが，それと並んで，訴因論一訴因の特定，訴因変更の要否，可否，許否，訴因と
訴訟条件，訴因と争点一も絶えず議論されてきたテーマである。例えば，訴因変更の可否において
は，「公訴事実の同一性」をめぐる学説上の対立が「多分に観念的なもの」1といわれるほど，いま
だ錯綜している感は否めない2。また，訴因と争点では，訴因変更の要否に関する文脈において，
訴因はもともと被告人の具体的防御権の保障にはなじまない制度であるがゆえに，争点論により問
題を解決すべきという主張も見受けられる3。そして，訴因の特定および訴因変更の要否に関し
て，重要な最高裁判例が近年相次いで出されており，さらなる検討課題を与えてくれている4。最
高裁平成13年決定は，「審判対象の画定」と「被告人の防御権保障」という訴因の機能を二つ挙げ
たうえで，訴因変更の要否について判断を下したものである5。本決定からもうかがい知れるよう
に，とりわけ訴因変更の要否は，訴因の性質・機能と密接に関連している論点であり，それを取り
扱うことによって訴因制度への理解が深まることになる6。
　刑訴法312条1項は，「裁判所は，検察官の請求があるときは，公訴事実の同一性を害しない限
度において，起訴状に記載された訴因又は罰条の追加，撤回又は変更を許さなければならない」と
規定している。旧刑訴法には同規定に対応する条文はなく，検察官が起訴状に記載した「犯罪事
実」と異なる事実であっても，「同一事件」であるとされる限りは，裁判所は自由に認定すること
ができた7。そのため，312条1項のような規定を置く意味は特段なかったのである。しかし，現行
1松尾浩也『刑事訴訟法・上［新版コ』（1999年）267頁。
2松田岳士「刑事訴訟法312条1項について（1）脱「審判対象論」の試み一」阪大法学60巻2号（2010年）
　321頁以下参照。
3田口守一『刑事訴訟の目的』（2007年）246頁以下，また，最判昭和58・12・13刑集37巻10号1581頁参照。
4最決平成17・10・12刑集59巻8号1425頁，最決平成14・7・18刑集56巻6号307頁，最決平成13・4・11刑
　集55巻3号127頁。
5なお，本決定は，訴因と争点についても検討している。また，「訴因としての拘束力」と「被告人の防御権」
　について判示したものとして，最決昭和63・10・24刑集42巻8号1079頁。
6平成13年決定は，「訴因の果たすべき機能から理論的反省を迫った」ものと評価されている（大澤裕「訴因
　の機能と訴因変更の要否」法学教室256号（2002年）29頁）。
7旧法時代における審判対象については，拙稿「旧刑事訴訟法における審判対象の範囲」法学研究論集32号
　（2009年）193頁以下参照。
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法制定時の日本側とGHQ側との討議において，　GHQ側はいわゆるプロブレムシート第88問（2）
修正で以下の勧告を出した。すなわち，「公判手続中被告人が起訴された罪と異なる罪を犯したこ
とを認めた場合，又は提出された証拠により，被告人が起訴された罪と異なる罪を犯したと思われ
る場合には，裁判所は検察官に起訴状を訂正することを許容しなければならない。裁判所は被告人
に彼が別の罪により処罰されるかもしれぬことを告げなければならない。又その訂正が実質的に被
告人の防御力を害する場合には，被告人がその防御の準備をするのに十分な時間公判を延期しなけ
ればならない」と8。この勧告は，「訴因」という語は使われていないものの，実質的には312条と
同じ趣旨を提案していたものと考えられる9。その後，幾度かの修正を経て，訴因の変更に関する
条文が312条の形で規定されるに至った。この制度は，「訴追の寛容度をひろげ，審理の途中で，
訴追内容を変える余地を認めたもの」10と現在では評されており，被告人への利益や訴訟経済の観
点からも合理性が認められるであろう。
　訴因変更の要否は，訴因の性質・機能の理解如何に連動する問題である11。すなわち，公訴事実
を審判の対象とする立場からは，事実の特定は公訴事実によってなされ，訴因は公訴事実の法的評
価の点を明確にするものと捉えることになり，訴因の法律構成が変化する場合に訴因変更が必要と
なる（法律構成説）12。一方，訴因を審判の対象とする立場からは，訴因は構成要件に該当する具
体的犯罪事実の記載であるため，事実に変動があれば訴因変更が必要になると説く（事実記載
説）13。訴因対象説が優位となるにつれ，事実記載説が有力となり，論点の中心は「いかなる程度
の事実変動があれば訴因変更が必要であるか」にシフトしているといえよう。また，公訴事実対象
説・法律構成説と訴因対象説・事実記載説の対立は，根本的には刑事訴訟の原理・構造理解に関係
しているといえ，刑事立法の時代といわれる現在，その文脈においても訴因変更の要否を素材に訴
因制度の再検討をなすことは必須のことといえよう。
　本稿では，以上の日本における状況を意識しつつ，訴因制度の母国であるアメリカの訴因変更に
ついて検討を加える14。アメリカにおいては，起訴状の修正（amendment　of　indictment　or　infor－
mation），不一致事実の認定（variance　between　indictment　and　proof）という設問で，訴因変更が
論じられている15。
8最高裁判所事務局刑事局『新刑事訴訟法制定資料』（1952年）115－116頁。なお，討議の詳細については，
　松尾浩也「訴因に関する規定の沿革」法学協会雑誌92巻2号（1975年）144頁以下参照。
9三井誠「訴因の変更（1）」法学教室173号（1995年）125頁。
10田宮裕『刑事訴訟法［新版］』（1996年）191頁。
11訴因変更の要否一般に関する最近の研究として例えば，松田章「訴因の特定と訴因変更の要否一「刑事訴因
　事実論」の端緒（訴因の研究1）一」慶鷹法学7号（2007年）109頁以下，同「訴因変更と争点顕在化措置
　の要否一「刑事訴因事実論」の試み（訴因の研究2）一」刑事法ジャーナル8号（2007年）63頁以下。
12岸盛一「訴因変更命令」法曹時報11巻8号（1959年）4頁。なお，この見解は，罰条に重きを置く罰条同一
　説とは異なるものである（宮下明義『新刑事訴訟法逐条解説1』（1949年）155－156頁）。罰条同一説の進展
　形が法律構成説と考えられている。
13平野龍一『刑事訴訟法』（1958年）136－137頁。
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　起訴状の修正は，連邦における大陪審による正式起訴（indictment）の場合がとくに問題となっ
ており，また，検察官による略式起訴（information）の場合も日本の議論にとって有益な示唆を
与えてくれる。具体的には，正式起訴に関しては，その先例とされるBain判決およびMiller判決
を取り上げ，議論の動向を探る。略式起訴に関しては，州レベルでの議論を参考にし，いかなる要
件が起訴状の修正に課されているのかを論究する。
　不一致事実の認定とは，起訴状記載事実と証明事実との間の差異がいかなる程度のものであれば
許容されるのかという問題である。この問題は，当該認定が起訴状の擬制的修正（constructive
amendment）とみなされるか否かという問題と表裏一体のものであり，その先例であるBerger判
決およびStirone判決を用いて検討することとしたい。
　これらの考察から得られる帰結をもって，日本法への若干の示唆を提示することが本稿の目的で
ある。
E．起訴状の修正
　本章では，アメリカにおける起訴状の修正について論を進める。アメリカ合衆国憲法は，修正第
5条において被告人の大陪審起訴を受ける権利，修正第6条で訴追事実の性質と理由の告知を受け
る権利を保障し16，連邦刑事訴訟規則7条（e）は，「裁判所は，新たな罪について公訴を提起し，若
しくは公訴に係る罪とは異なる罪について公訴を提起することとなる場合，又は被告人の実質的権
利に不利益を与えることとなる場合を除き，裁判所は，評決又は事実認定の前いつでも，略式起訴
状の修正を許すことができる」と規定している17。これは，略式起訴状（information）の修正に関
する規定ではあるが，多くの州では正式起訴状（indictment）の修正についても同様の要件を適用
している18。しかし，連邦およびいくつかの州は，正式起訴状の場合と略式起訴状の場合とに明確
な区分を敷いており，「正式起訴状は修正することができない」という歴史的ルールに従ってい
る19。
　そこで，第一に，連邦レベルの大陪審によった正式起訴状の修正につき，連邦最高裁判例を中心
14英米法における訴追形式の歴史的概観およびアメリカにおける訴因の性質一般に関しては，拙稿「英米法に
　おける訴因の性質について」法学研究論集33号（2010年）107頁以下参照。また，アメリカにおける訴因変
　更一般について論じたものとして，中浜辰男『米国刑事訴訟手続における訴因』司法研究報告書第2輯11号
　（1954年）96頁以下，107頁以下参照。
15アメリカの文脈では，訴因変更という用語は一般化していないように思われる。そのため，本稿では原文に
　従った訳出を行うこととするが，起訴状の修正および不一致事実の認定は，実質的にも効果の上でも，日本
　における訴因変更論とパラレルに考えることができるものである。
16U．S．　Const．　Amendment　V＆VI．
17Fed．　R，　Crim．　P．7（e）：“Unless　an　additiona1　or　different　offense　is　charged　or　a　substantial　right　of　the　defen－
　dant　is　prejudiced，　the　court　may　permit　an　information　to　be　amended　at　any　time　before　the　verdict　or　find－
　ing．”なお，和訳については，押切謙徳「アメリカ合衆国連邦刑事訴訟規則概説（その四）」判例タイムズ
　675号（1988年）12頁を参考にした。
18See　e．g．，　Ohio　R．　Crim．　P．7（D）；Alaska　R．　Crim．　P．7（e）；Minn．　R．　Crim．　P．17．05；Ky．　R．　Crim．　P．6．16．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－138一
に検討する。そこでは修正第5条の保護をいかに実行するかが考察の中心にある。第二に，連邦
の略式起訴状の修正について，修正第5条の適用を受けない州レベルの運用を参考にしながら検
討を進める。略式起訴は検察官が公訴の責任者となるため，議論の方向としては日本におけるそれ
と近いものがある。また，州レベルの議論は，前述したように正式起訴状の場合でも同様の要件を
適用する法域が多いため，ここでの検討素材として取り扱うこととしたい20。
1．正式起訴状の場合
　連邦法域における，大陪審によった正式起訴状の修正に関して，その先例とされるBain判決，
次いで，Bain判決の一部を判例変更したMiller判決を取り上げ，修正第5条との関係を中心に，
その理論的枠組みおよびその限界について考察する。コモンローでは，形式面であれ実質面であ
れ，大陪審の同意なしには一切の起訴状の修正は許されていなかったが21，いかなる軌跡がアメリ
カでは辿られたのであろうか。
（1）Bain判決22
　被告人Bainは銀行の出納係で，虚偽報告をなした罪で大陪審起訴された。起訴状に記載された
訴因には「通貨監査官（the　Comptroller　of　the　Currency）と報告書の検査係を欺岡する意図を持
って」23虚偽報告をしたと記載されていた。法律によれば24，記載内容としては，報告書の検査係
に対する欺網のみで足りたのであるが，通貨監査官に対するそれも訴因に書かれていた。公判裁判
所は，検査係に対する欺岡行為のみが犯罪を構成すると考え，通貨監査官に関する部分につき起訴
状の修正を許可した。当時の支配的な見解に従えぱ，犯罪を構成しない通貨監査官に対する欺岡が
記載されている起訴状は致命的な理疵（fatally　defective）を有するものとなるからである25。しか
し，連邦最高裁は，当該記載（通貨監査官に対する欺岡）は大陪審の見解と関連性がない単なる余
事記載（surplusage）であるとはせず26，この修正は許容することができないとし，　Bainの有罪判
決を破棄すべきと結論付けた。
　Miller判事執筆による全員一致の法廷意見が判示したその理由は，概ね以下のようなものであっ
19Charles　Alan　Wright＆Andrew　D．　Leipold，　Federal　Practice　and　Procedure：Criminal（4th　ed．2008）§128，　at
　619．
20連邦下級審および州裁判所の判例については，Wright，　supra　note　19　619ff，　Wayne　R．　Lafave　et　aL，　Criminal
　Procedure　vol．4（2nd　ed．1999）788ff，　Annual　Review　of　Criminal　Procedure，38　Geo．　L，∫Ann，　Rev．　Crim．
　Proc．219（2009）295ffを主に参照した。
21Wm．1，　Clark　Jr，　Handboole（of　Criminal　Procedure（2nd　ed．1918）at　363．
22Ex　parte　Bain，121　U．S．1（1886）．
23　1d．，　at　4．
24§52090f　the　Revised　Statutes　of　the　United　States．
25Wayne　R．　Lafave　et　al．，1吻伽％C伽伽1　P猶ooθ4瀦召（12th　ed．2008）at　1111．　See　also，　United　States　v．　Mile－
　stone，626　F．2d　264（3d　Cir．1980）．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－139一
た27。
　巡回裁判所で起訴状の変更が行われた際の裁判官は，通貨監査官の記述を余事記載としてその削
除を裁判所は許すことができると述べ，さらに，大陪審はこの記述がなくても起訴したであろうと
主張した。しかし，大陪審がそのようなことをしたであろうか否かということは，裁判所が述べる
ことではない。当事者は，大陪審がなした正式起訴に基づいてのみ，とりわけ，大陪審により起訴
状に記された言語にのみ基づき公判にかけられなければならないのである。欺岡の意図に関し法律
’が要求していることをより理解している裁判官にしてみれば，欺岡された者は通貨監査官であると
いう事実に大陪審が重きを置くことは不必要なことであり合理的なことではないと思えるかもしれ
ない。しかし，通貨監査官の要求に基づき彼に送付された報告書によってBainが欺岡しようとし
た者として，監査官を大陪審が重視したことは不可能なことではないし，ありえないことでもな
い。当該記述が削除された起訴状であっても大陪審がなしたものであると，裁判所が述べることな
どできるのであろうか。もし，起訴状のあるべき形に，または問題となっている変更に大陪審が適
切な注意を払っていたならばそうしたであろう形に，裁判所が起訴状の訴追事実の部分を適合させ
ることができるならば，被告人の公判にかけられるための前提条件としてコモンローが大陪審によ
る正式起訴に付加してきた重要性と，合衆国憲法が言明する大陪審による起訴によらなければ『何
人も責を負うことはない』ことの重要性は，その価値が崩壊するまで漸減することになるであろ
う28。
　そして，本件のような変更がなされた起訴状は無効であり，裁判所はもはや審理を進めることが
できないとした。
　Bain判決では，訴因として起訴状に記載されたものは立証に不必要な部分であっても，裁判所
または検察官の意思で削除することは，被告人の大陪審起訴を受ける権利を侵害するものであると
された。
（2）Miller判決29
　被告人Millerは，保険金詐取のため，自己の会社に対する強盗（burglary）に事前に同意を与
え，さらに損失額を保険会社に対し過大に報告したとして大陪審により起訴された。起訴状の訴因
には両方の事実が記載された。しかし，公判での証拠調べの結果，過大に報告したことのみが立証
26当該記載は起訴する上で不必要なものであったという意味では余事記載にあたるかもしれないが，余事記載
　の意味が今日とは異なって用いられている点に留意しなければならない。連邦刑事訴訟規則7条（d）は余事
　記載の削除を認めているが，それは第一に，被告人の申立に依ること，第二に被疑事実とは無関係な扇動的
　で偏見を与える用語一例えばunethicalやshadyなど一を削除することを目的としている。
27以下，要約引用を行う。
28Bain，121　U．S。，　at　9－10．
29United　States　v．　Miller，471　U．S．130（1985）．邦語文献によるミラー判決の紹介として，成田秀樹「大陪審
　起訴による訴因の変更の可否」渥美東洋編『米国刑事判例の動向皿』（1989年）21頁以下。
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された。そこで検察官は，強盗への事前同意の部分を起訴状から削除することを申し立てたが，不
意打ち認定（surprise）の要素はないにもかかわらず，公判裁判所はその申立を却下した。小陪審
が全ての訴因につき評決をなし，被告人の有罪が認定されたが，被告人側は，起訴状記載事実と立
証結果の不一致は致命的であると主張した。これに対し，連邦最高裁は，Bain判決を適切に読め
ば，検察官がなそうとした起訴状の修正は許容されるであろうとし，原判決を破棄した。
　Marshall判事による全員一致の法廷意見は，その理由を概ね以下のように述べた30。
　Bain判決は，二つの異なった命題から理解できるであろう。第一は，一般的には，大陪審が起
訴状に記載した犯罪事実と異なる犯罪では有罪とならないというものである。しかし，より精確に
考察すると，第二の命題は，起訴状に記載されている一部分を削除することは起訴状全体を無効に
する，なぜならば，削除の結果起訴状に残余する部分が当然に当初の起訴状に明らかに含まれてい
る場合であっても，裁判所が，大陪審がその残余部分を独立して起訴したかどうかを推測する
（speculate）ことは許されないからであるというものである。第二の命題の下では，起訴状記載事
実を狭めることは，大陪審が考慮していない新しい犯罪事実を付加することと同一のこととなり，
両者ともに〔違憲な〕起訴状の修正ということになる。Bain判決と本件との関係を判断する際は，
この二つの側面を区別して検討する必要がある，なぜならば連邦最高裁はBain判決以降これら二
つの命題を区別して扱ってきたからである。Bain判決のこの側面〔第一の命題〕は，　Bain判決以
降多くの事件で確認されてきている。しかし，Bain判決のこの側面は本件のMillerを支えるもの
ではない，なぜならば，Millerの有罪判決の基礎をなす犯罪は，明確かつ完全に起訴状に記載され
ているからである。よって，Millerは第二の命題に依拠せざるをえない。　Ford判決31および
Salinger判決32の議論から明らかであるように，この第二の命題はBain判決以降，もはや〔先例
としては〕生きていない。事実，被告人がこの点に関してBain判決に依拠しようとした場合，当
裁判所は事件を制限するか区別するかをしてきた。現代の刑事法では，起訴状に含まれる個々の犯
罪の立証を認めるのが一般的である。起訴状に明らかに含まれている犯罪にとって不必要な主張を
削除することは違憲な修正であるとする，Bain判決の第二の命題に関する限り，更なる混乱を避
30以下，要約引用を行う。なお，本判決ではBain判決が当然に引用されているが，その引用部分については
　繰り返しになるため省略する。〔〕内は訳者の補足による。
31Ford　v．　United　States，273　U．S．593（1927）．本件では，被告人は，連邦法および条約に違反して酒類を輸入
　する共謀（conspiracy）に加わったとして大陪審起訴を受けた。共謀が条約違反であると起訴状に記載され
　ていたが，その条約が連邦犯罪を定めていなかったため，起訴状の有効性が争われた。連邦最高裁は，当該
　記載は単なる余事記載に過ぎないとして有罪判決を維持した。
32Salinger　v．　United　States，272　U．S．542（1926）．本件では，被告人は郵便による詐欺（mail　fraud）で大陪審
　起訴を受けた。起訴状は，郵便による詐欺に関する複数の訴因で構成されていたが，公判では，そのうち一
　っしか立証されなかった。公判裁判所はその他の訴因を削除させたが，被告人側は起訴状記載事実と立証結
　果に著しい不一致があり，修正第5条違反であると主張した。連邦最高裁は，立証結果は起訴状に当初から
　記載されており，何も付加されたわけではないので，修正第5条の権利が侵害されたとはいえないと判示し
　た。
一141一
けるため，我々はその命題を拒絶することを宣言する33。
　このように，Bain判決の一部を判例変更し，本件では，当初起訴状に記載された事実が立証さ
れたにすぎないので，Millerの大陪審起訴を受ける権利は侵害されていないと結論づけた。
　Miller判決の意i義は，大陪審による正式起訴であっても，不要な訴因の削除および当初から起訴
状に含まれている犯罪事実の縮小認定は許され34，それは修正第5条が保護する被告人の大陪審起
訴を受ける権利の侵害とはならないとし，Bain判決の一部を判例変更したことにある35。
（3）検討
　連邦最高裁は，修正第5条の大陪審条項に違反することになる起訴状の修正は許容せず，縮小
認定など，修正第5条の権利侵害とはならない修正のみ認めている36。大陪審起訴を受ける権利は
修正第14条の内容となっていないため州への適用はないが37，連邦レベルでの正式起訴状について
の修正が許容される範囲はなお狭いものであるといえよう。例えば，被告人の同意がある場合であ
っても大陪審起訴によった起訴状は修正できないとしたNorris判決など38，非現実的な扱いをし
ている判例がいくつか見られる39。しかし，一方で，Bain判決は大陪審条項の保護が目的であっ
て，「単なる形式に過ぎない変更」40は許され，誤記の訂正41，事務上・印刷上のミスの訂正42は一
般に認められている。また，起訴状の趣旨理解に関する当事者間の取り決めは違憲な修正ではな
い43，起訴状の頭書（caption）は大陪審によらずとも修正しうる44といった，許容される起訴状の
修正について各論的な条件が形成されてきている。なお，Cotton判決において，　Bain判決の一部
33Miller，471　US．，　at　142－144．
34ここでいう縮小認定とは，起訴状記載の訴因の一部を認定することを意味しており，包含犯罪（lesser　in－
　cluded　offense）の認定とはニュアンスを異にしていることには注意が必要である。後者の例として，最判
　昭和26・6・15刑集5巻7号1277頁（強盗の訴因で恐喝を認定）。
35成田・前掲注（29）26頁。
36Lester　Bernhardt　Or丘eld，　Crminal　Procedure　from　Arrest　to　Appeal（1947）at　234．
37Hurtado　v．　California，110　U．S．516（1884）．
38United　States　v．　Norris，281　US．619（1930）．連邦刑事手続制定前の判決であり，現在では，死刑以外の事
　件では被告人による正式起訴の放棄は認められており，その観点からは疑問視されている。起訴状の修正へ
　の被告人の同意を肯定的に判断したものとして，See，　United　States　v．　Sazenski，833　R2d　741，（8th　Cir．
　1987）．See　also，　Beale，　Criminal　Pleading　and　1）ractice（1899）at　116．
39See　e．g．，　Chow　Bing　Kew　v．　United　States，248　F．2d　466（C．A．9th　1957）；Carney　v．　United　States，163　F．2d
　784（C．CAgth　1947）．前者は，同一被告人に対する二つの訴因で構成された起訴状につき，一つ目の訴因
　には被告人の名前が適切に記入されていたが，二つ目には名前等が何も記されていなかったため棄却された
　ものである。
40「当該変更が単なる形式の問題でない限り，起訴状の修正は大陪審によることなくしては許されない」Rus－
　sell　v．　United　States，369　U．S．749（1962）at　770，
41See　e．g．，　United　Sates　v．　Perez，776　F．2d　797（C．A．9th　1985）；United　States　v．　Simmons，431　F．Supp．2d　38
　（D．D．C．2006）．
42See　e．8，，　United　Sates　v．　Landers，417　F．3d　958（C．A．8th　2005）；United　States　v．　Bledsoe，898　F．2d　430
　（C．A．4th　1990）．
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が覆され，正式起訴状における欠敏（defective）は裁判所から裁判権（jurisdiction）を奪うもの
ではないと判示されたことも，重要な判例変更といえるであろう45。
　また，ベインルールを適用する連邦下級審では，許容される起訴状の修正（当初から起訴状に記
載されている事実的要因に基づき説明ないし補足説明する修正）46と，許容しえない修正（新たな
犯罪事実を付加する修正，犯罪構成要件の事実的主張を変更する修正）47とを区別して扱ってきて
いる。前述のSalinger判決のように，起訴状の一部を削除することはできるものとして運用され
ている48。
　Miller判決によって修正されたベイソルールの下で，連邦の検察官は二つの教訓に沿って活動し
ているとされる49。一つは，刑事責任に関する事実的基礎は当初から起訴状に全て記載しておくと
いうものである。ある主張が公判開始後に不必要であると判断した場合，記載済みならば削除する
ことは容易であるが，後に必要であると思い付け足すことは，ベイソルールの下では許容されない
からである。二つ目は，起訴状が全ての事実的バリエーションに対応するため，記載事実の詳細さ
をやや下げておくことである。しかし，この戦略は，起訴状に関する事実的詳細さ（factual
speci丘city）の要件と抵触する恐れもあるため，記載の程度には注意を払う必要がある50。
　連邦最高裁は，正式起訴状の修正の可否を決する際に，修正第5条を根拠に取り上げている
が，修正第6条の訴追事実の性質と理由の告知を受ける権利は考慮に入れていないのであろう
か。次章にて詳述するが，不一致事実認定の際には，修正第6条の問題として，被告人の告知と
聴聞の権利が侵害されているか否かで判断されるようになってきている。また，起訴状の十分性に
関する文脈ではあるが，素人集団である大陪審に訴追事実の内容を知らせる程度に記載されている
起訴状は，同じく被告人に対しても十分に訴追事実の性質と理由を知らせる程度のものであるとい
えるため，修正第5条を満たす起訴状は修正第6条をも満たすものということができる51。連邦下
級審では，Bishop判決において，「正式起訴状の修正が禁止される理由は，修正第5条の大陪審条
項と修正第6条が保障する被告人の訴追事実につき告知を受ける権利の両方に由来するものであ
る」52と明言されるに至っている。これらのことを勘案すれば，連邦最高裁は，修正第6条が保障
43Goto　v．　Lane，265　U．S．393（1924）。本件は，起訴状において順接接続詞が用いられるべきところに逆説接続
　詞が用いられており，その点につき検察官と弁護人との間で順接接続詞として理解する取り決めがなされた
　事案である。
44Bain，121　U．S．
45United　States　v．　Cotton，535　U．S．625（2002）．なお，この点の検討は別稿にゆずる。
46See，　United　States　v．　Skelley，501　F．2d　447（7th　Cir．1974）．
47See，　United　States　v．　Wozniak，126　F．3d　105（2d　Cir．1997）。もちろん，縮小認定については許容されるもの
　として運用されている，See，　Waldemer　v．　United　States，911　F．Supp．1105（C．A．7th　1996）．
48United　States　v．　Brooks，438　F．3d　1231（C．A．10th　2006）．
4g　Lafave，　supra　note　20　at　804．
50訴因が有効であるための要件については，拙稿・前掲注（14）118頁以下参照。
51Note，　Indictment　Suficiency，70　Colm．L．Rev．876（1970）at　897－898．
52United　States　v．　Bishop，469　F．3d　896（CA．10th　2006）at　902．
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している被告人の告知を受ける権利をも，その思考プロセスに黙示に含ませているといえるであろ
う。
2．略式起訴状の場合および州の運用
　ここでは，連邦レベルの略式起訴の場合を中心に，州レベルの運用を参考にしながら，修正の基
準ないし要件を検討する53。略式起訴では，検察官が単独で起訴を行うため，略式起訴状の修正を
自由に行えるし，正式起訴におけるような厳格なルールは適用されない。その代わりに，連邦刑事
訴訟規則7条（e）に関連規定が置かれている。まず，修正が許容される基準を検討し，次いで変更
できる対象について見ていくこととする。
（1）基準一Prejudice／Different　O什ense
　その基準は，連邦刑事訴訟規則7条（e）に示されているように，①被告人に不利益を与える修正
（result　in　prejudice　to　the　accused），②異なる犯罪を起訴することになる修正（charge　a　different
crime）は許されないというものである。
　①は，一般に，被告人の実質的権利に不利益を及ぼすか否かを判断する際は，不意打ち認定の要
因があるか否かで判断され，「公判裁判所の判断に基づき，それが単なる形式に関するものである
略式起訴状の修正は，当該修正が被告人に不利益を与えるものでも不意打ちを与えるものでもない
限り，判決の破棄を要求するものではない」54と言い表されることが多い。この場合，裁判所は，
起訴状修正の請求時期が重要であるとし，公判前か公判中かで区別を敷いている55。公判前である
ならば，訴訟の延期続行（continuance）が認められることで不利益は避けられることが多いが，
公判開始後ではそれが認められにくくなるため，検察側は被告の申立に対する抗弁を求められる。
検察側としては，起訴状の修正が当初の訴因と事実関係を実質的には異にしない，また，被告側は
明細書（bill　of　particulars）や証拠開示（discovery）が利用できると主張することで，裁判所に当
該修正を認めさせる方法を採っている56。また，形式面の修正ならば，評議または事実認定の後で
も認められることがある。例えば，Curiale判決57では，有罪答弁に先立ち検察官が略式起訴状を
提出し，被告人に対し麻薬売買の前科で量刑が高くなる旨を伝えていたが，有罪答弁および刑の言
渡し後，前科が麻薬所持であったことが判明した。そこで，検察官は前科に関する部分の修正を求
53以下主に，Lafave，　supra　note　20，789ff．による。
54United　States　v．　Blanchard，495　F．2d　1329（C．A．1st　1974）at　1333．　See　also，　U．S．A．C．Transport　v．　United
　States，203　F．2d　878（C．AユOth　1953）．
55See，　State　v．　Guerra，562　N．W．2d　10（Minn．1997）；「不一致認定に関する問題は，評決に先立ち略式起訴状
　を修正することで避けることができる」Unites　States　v，　Manos，340　F．2d　534（C．A．3d　1965）at　536．
56See　e．g．，　State　v．　Marquez，124　N．M．409，951　P。2d　1070（App．1997）；Jackson　v．　State，760　S．W．2d　505
　（Mo．App．1998）．
57United　States　v．　Curiale，390　F．3d　1075（C．A．8th　2004）。
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め，許可された。連邦控訴審は，被告人は検察官から量刑が高くなることについて十分に知らされ
ており，当初の記載は誤記にすぎないと判示した58。ここでも，被告人の告知を受ける権利が考慮
されており，その侵害とはならない修正ならば，評決後であっても許容する姿勢が見受けられる。
　②は，①の基準とは独立して判断されるものであり，法域ごとの理解が多岐に渡るものである
が59，一般には，異なる犯罪を起訴することになるか否かは二つのタイプに分けて考えられてい
る。第一は，事実を異にするが根拠となる法律は同一の場合（factually　different　offense）であり，
第二は，実体法上の根拠が異なることになる場合（legally　separate　offense）である60。前老では，
起訴状の修正によって，基本的に異なる事実的出来事に訴追内容が変わってしまったかどうかが問
われることになる。例えば，当該出来事の特徴一時間，場所，行為，結果など一が同一のまま，別
の被害者への変更，被害額の変更，性犯罪における性行為の態様の変更，犯罪実行の手段の変更
は，別の犯罪を起訴したことにはならない。犯罪の日時の変更については，被告人に不利益を与え
ることになりかねない点（アリバイの主張など）では困難な変更ではあるが，起訴状記載の出来事
と異なるものにならない限りは，別の犯罪への変更とはならない。しかし，検察官の主張（theory
of　prosecution）が変わるような起訴状の修正は，基本的事実が同一であっても，別の犯罪を起訴
することとみなす裁判所もあるようである61。実体法上の根拠を異にする変更の場合は，二つの制
定法が同一犯罪を禁止しているか否かを判断する際に，犯罪の要素を検討する伝統的なダブルジェ
パディーの基準を適用する裁判所が一般的なようである62。この基準の下では，縮小認定ができる
犯罪への変更は許容され，要素を追加することでより重い犯罪への変更63，同級の犯罪であっても
異なる要素を追加することになる変更は許容されないことになる。
（2）対象一Form／Substance
　連邦における略式起訴状は，形式面であれ実質面であれ，修正することができると理解されてい
る64。しかし，とりわけ実質面に関しては，連邦刑事訴訟規則7条（e）に規定されている基準を逸
脱しない範囲においてのみ許容される。
　一方，州レベルにおいては，形式面のみを許容し，実質面の修正は認めていない法域が大勢を占
58See　alSo，　United　States　v．　Sobamowo，892　F．2d　90（C．A．D．C．1989）．
59当該基準の目的をいかに理解するかによって相違がみられる。一つは，不利益を及ぼす不意打ち認定を防ぐ
　ための基準と理解し，もう一つは，大陪審・マジストレイトといった起訴をスクリーニングする機関の役割
　を保護するための基準であるとの理解である。See，　Lafave，　supra　note　20　at　794－796．
60Pace　v．　United　States，705　A．2d　673（D．C．App．1998）．
61See，　State　v．　Adams，193　W．Va．277，456　S．E．2d　4（1995）．
62この基準は一般にブロックバーガーテストとして知られ，これを起訴状の修正に適用した判例として，See
　e．g．，　Commonwealth　v．　Brown，556　Pa．131，727　A，2d　541（1999）；State　v．　Caswell，551　N．W．2d　252
　（Minn．App．1996），
63第二級殺人から第一級殺人への変更を許さなかったものとして，See，　State　v．　Sharpe，304　N．W．2d　220
　（1981）．
一145一
めている。また，そのような規定は正式起訴のみならず略式起訴にも適用されることが典型であ
る。問題は，誤記・余事記載などの形式面ではなく，いかなる修正が実質面の変更になるかであ
り，一般に，当該行為が犯罪であると証明されなければならない本質的事実を変更させることが，
実質面の変更にあたるとされている65。したがって，犯罪行為の記述の変更，当該行為の内容とな
る故意過失の変更，当該行為の結果の変更などは，実質面の変更ということになる。また，暴行事
件で他の被害者を追加すること，数名いる強盗被害者から一人の名前を削除すること，被害財産の
所有者を変更することなども，実質面の変化とみなす裁判所がある。しかし，法域によっては，当
該変更が別の犯罪ではなく，犯行の手口の特徴を変えるものでなければ，被害者の名前を変えるこ
となどは実質面の問題ではないとする。形式面であるか実質面の問題であるかを検討する際に，被
告人に不利益を与えるものであるか否かを考慮する法域もあり66，その点では，ここでも被告人へ
の不利益の有無が重要な考慮要素になっているといえよう。
　連邦刑事訴訟規則7条（e）は，裁判所の許可（leave　of　court）を要求している。裁判所は，被告
人へ不利益を及ぼす可能性を防ぐために，その自由裁量を行使することができるとされている。
Klissas判決では，「アメリカでの不法滞在についての略式起訴状の修正は，修正内容が入国の日時
・場所に関するものであるならば，不意打ち認定による被告人の実質的権利への影響はなく，再起
訴によらないそのような修正の許可は，裁判所の自由裁量の範囲にあるものである」67と述べら
れ，当該修正の不利益の有無を判断の基礎に据えている。
　以上，本章においては，連邦レベルの正式起訴状の修正について連邦最高裁判例を用いて検討
し，次いで，略式起訴状の修正につき州レベルの運用を参考にして検討を加えた。個々の適用要件
などは異なってはいるが，両者ともにその修正が認められる場合は，被告人への不利益がないと判
断される場合といえるであろう。この点，連邦刑事訴訟規則7条は修正第6条の告知機能を実行
するものであると，高らかに述べたPirro判決は傾聴に値するものといえよう68。
III．不一致事実の認定
　本章では，不一致事実の認定について論を進める。不一致事実の認定の問題は，公判での証拠調
べの結果が起訴状記載事実と異なる場合に生じる。例えば，起訴状に「被告人は麻薬の所有老であ
64Wright，　supra　note　19　at　653．　See　also，　United　States　v．　Garrett，984　F．2d　1402（C．A．5th　1993）；Armstrong　v．
　United　States，16　E2d　62（C．A．9th　1926）；「被告人から押収したコカイソの量に関する記述の修正は形式面
　の問題であり，裁判所が被告人の有罪答弁を受理した後でも行えうるものである」United　States　v．　Nitti，
　733F．Supp．496（D．　Puerto　Rico　1990）at　498．
65Brown　v．　State，285　Md．105，400　A．2d　1133（1979），
66「実質面の変更は，犯罪の基本的本質を変えるもの，そうでなければ，防御上被告人に不利益を与えるもの
　でなければならない」State　v．　Brown，172　Mont．41，560　P．2d　533（1976）at　534－535．
67United　States　v．　Klissas，218　F．Supp．880（D．Md．1963）at　882．
68United　States　v．　Pirro，212　F．3d　86（2nd　Cir．2000）．
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る」と記載されていたが，証拠調べの結果，麻薬の運び屋であったことが立証された場合であ
る69。このような場合に，起訴状を修正することなく，公判での立証事実を認定してもよいかが問
われることになる。連邦最高裁は，Berger判決で不一致事実の認定に関する一般ルールを示し，
Stirone判決にて起訴状の擬i制的修正に至る不一致事実の認定は許されないとの立場を示した。単
なる差異（mere　variance）の場合は，被告人が当該認定により不利益を被ったことを証明した場
合にのみ判決が破棄されるのに対し，擬制的修正となる認定が行われた場合は，その事実のみをも
って判決が破棄されることになる70。以下，連邦レベルの議論を中心に，両判決の理論的枠組みお
よびその射程範囲について検討していく。
1．　バーガー基準
　Berger判決でSutheriand判事によって述べられた，不一致事実の認定に関する法則はバーガー
基準（Berger　standard）と呼ばれ，さまざまな州裁判所においても用いられているものである71。
そこで，Berger判決を検討し，不一致事実の認定に関する一般的理解を探ることとしたい。
（1）Berger判決72
　被告人Bergerは，手形偽造に関する共謀（conspiracy）に関わった罪で起訴された。起訴状に
は，Bergerが関わったとされる共謀が訴因として記載されていた。しかし，公判における証拠調
べでは，別の共謀も併せて立証され，被告人は：有罪とされた。控訴審は，共謀の訴因と立証結果に
は不一致があるが，被告人に不利益を及ぼすものではないとして，判決を支持した。連邦最高裁は
サーシオレイライを受け入れ，当該不一致事実の認定は不利益を及ぼすものではなく致命的（fatal）
ではないとしたが，公判における検察官の不適切な振る舞いは陪審の評決にとって無視できないも
のであるとし，判決を破棄した。
　Sutherland判事による全員一致の法廷意見は，その理由を以下のように述べた73。
　「ここで真に問われるべきことは，それゆえ，証明における不一致があったかどうかではなく，
そのような不一致事実の認定が，被告人の実質的権利に影響を与えたか否かである。起訴状記載事
実と証明が一致しなければならないという一般法則は，〔以下二つの〕明らかな要求に基づいてい
る。第一は，被告人は訴追事実につき明確に知らされなければならず，その結果として，自己の防
69United　States　v．　Fornia－Castillo，408　F．3d　52（1st　Cir．2005）．See　also，　United　States　v，　Geibel，369　F．3d　682
　（2nd　Cir．2004）．
70起訴状の擬制的修正の理疵をいかに位置づけるかについては，See，　Kendra　Oyer，　Classifying　Constructive
　Amendment　as　Trial　or　Structural　Error，ヱ58　U．Pa．L．　Rev．609（2010）．
71See　e．g．，　Depalma　v．　State，225　Ga．465，169　S．E．2d　801（1969）；State　v．　Campisi，42　NJ．Super．138，126　A．2d
　17（1956）；Lewellen　v．　State，2651nd．483，358　N．E．2d　115（1976）．
72Berger　v．　United　States，295　U．S．78（1935）．
73〔〕内は訳者の補足による。
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御を行うことができるようになり，公判で提出される証拠によって不意打ちを受けることがなくな
るというものである。第二は，被告人が同一犯罪で別の訴追を受けないようにすることである」74
とし，その基準を明らかにした。また，先例を引き75，「起訴状記載事実と立証結果とが実質的に
一致している場合か，または不一致事実が公判において被告人を誤らせた（misled）かもしれない
性質を有していなかった場合は，不一致事実は実質的なものとみなされるべきではない」76と述べ
た。
②検討
　Berger判決で挙げられた基準は，①被告人が不利益を被り告知を受ける権利が侵害されるか否
か，②二重処罰の危険に被告人をさらすことになるか否かである。例えば，Daraio判決では，「被
告人が自己の防御の準備を行うことができ，公判で誤ったり不意打ちを受けたりすることがないよ
うに，起訴状が被告人に対し訴追事実につき十分に知らせている場合，または，被告人が同一犯罪
で再び起訴される危険を不一致事実の認定が与えたりするものではない場合は，当該認定は被告人
の実質的権利を侵害するものではない」77と述べられ，この基準は一般に適用されているものであ
る78。
　①を判断するにあたって，裁判所は，被告人が防御の準備ないし行使の際に支障をきたす恐れが
あったかどうかで決定する79。そのため，公判前の証拠開示または予備審問において，検察官が公
判で立証しようとすることに被告人が明らかに気付いていた場合は，防御上不利益があったと認定
されることは難しいことになる。また，この観点から，不一致事実の認定と被告人が実際に行った
防御との関連性が考慮され，例えば，検察官による犯罪の本質的要素（material　element）の証明
に対し防御を主に行った場合は，時間や場所といった本質的要素でない点の不一致事実の認定は，
被告人に不利益を及ぼすものではないとされる傾向がある80。また，不一致事実の認定は，被告人
が不利益を被ったことを示すことができた場合のみ判決破棄の根拠となるため，被告人はそれを示
す責任（burden　of　showing　prejudice）が生じる81。しかし，この点は，検察官が主張する無害の
手続的鍛疵（harmless　error）理論と衝突するものであり，被告人にとっては不利な挙証責任が課
74Berger，295　U．S．，　at　82，
75Washington＆Gergetown　R．Co．　v．　Hickey，166　U．S．521（1897）。
76Berger，295　U．S．，　at　83．
77United　States　v．　Daraio，445　F．3d　253（C．A．3d　2006）at　262．
78See　e．g．，　United　States　v．　Dupre，462　F。3d　131（C．A．2d　2006）；United　States　v．　Kennard，472　E3d　851
　（CA．11th　2006）．See　also，　supra　note　71．
79Lafave，　supra　note　20　at　807．
80See　e．g．，Pace，705　A．2d；United　States　v．　Wilson，116　F．3d　1066（5th　Cir．1997）．しかし，時間や場所が犯罪
　成立上争われている場合は不利i益とみなされる，See，　United　States　v．　Goldstein，502　F．2d　526（3d　Cir．
　1974），
81See，　United　States　v．　Baugham，449　F．3d　167（C．A．D．C．2006）．
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されるものともいえる。
　②の判断にあたって考慮されるべきことは，不一致事実の認定がいかなる程度において当初の起
訴状の範囲を変化させたかである。しかし，今日では，被告人が不一致事実の認定によって危険に
さらされたことを示すために公判記録を用いることができるであろうから，起訴状のみが最初の手
続に付随する危険の範囲を示すものではない，さらに，近時における二重の危険の理解と適合性を
もたないといった点から，疑問視する法域もあるようである82。
　連邦における運用を具体的にみると，例えば，犯罪の日時に関する不一致83，共謀が行われた回
数の不一致84，共謀に関わった人数の不一致85，技術的な重要でない事柄の不一致86は，一般に不
利益を与えるものではないとみなされ，起訴状にとって致命的なものではないと判示されている。
また，起訴状の範囲を狭めることになる不一致事実の認定（縮小認定）は，上述のMiller判決で
是認されたように，不利益を与えるものではないと認められている87。
　アメリカにおいては，共謀罪の立証過程で，不一致事実の認定に関する問題が生じやすく，政策
的判断も加味されていることは否定できない。しかし，日本でいわれる具体的防御説に近い考え方
も示されており，公判における両当事者の攻防を踏まえた上での，被告人への不利益判断を行って
いるといえよう。
2．起訴状の擬制的修正
　ここでは，起訴状の擬制的修正とされる不一致事実の認定について論究する。それは，「正式な
変更手続を採らず，大陪審が実際に送付した正式起訴状記載の犯罪と異なる犯罪で被告人を有罪と
陪審が認定するかもしれない可能性があるような方法で，公判における証拠および陪審への説示が
82　See，　Lafave，　supra　note　20　at　807－808．
83United　States　v．　Teague，93　F．3d　81（2d　Cir．1996）．本件では，起訴状には違法薬物を所持していた日付が
　特定されていたが，証拠調べの結果，所持は当該日付より前であったことが証明された。しかし，不利益を
　与える不一致事実ではないとされた。
84United　States　v．　Martinez　Medina，279　F．3d　105（1st　Cir．2002）．本件では，起訴状に一つの共謀が記載され
　ていたが，公判では複数の共謀が証明された。しかし，共通の目的を有してなされた共謀を一つ陪審が認定
　する際の証拠は十分であったとされ，致命的な不一致事実ではないとされた。But　See，　Kotteakos　v．　Unites
　States，328　U．S．750（1946）。本件は，一つの共謀に幾多の被告人が関与したと起訴状に記されていたが，
　証拠調べでは，ある人物を中心とした複数回の共謀にそれぞれの被告人が関わったと判明した。連邦最高裁
　は，本認定は実質的で不利益を及ぼすものであると判示した。
85See　e．g．，　United　States　v．　Rodriguez，525　F．3d　85（1st　Cir．2008）；United　States　v．　Geibe1，369　F3d　682（2d
　Cir．　2004）．
86See　e．g．，　United　States　v．　Redd，161　F．3d　793（4th　Cir．1998）違法所持していた銃の色が起訴状と証明結果で
　異なっていた；Hoke　v．　United　States，227　U．S．308（1913）犯行の手段は，起訴状に挙げられているうちの
　どれかであれば許容される；Cofin　v．　United　States，　156　U．S．432（1895）被害金額は，犯罪の本質的要素で
　なければ問題でない。
87See　e．g．，　United　States　v．　Autorino，381　F．3d　48（2d　Cir。2004）；United　States　v．　Herrera，313　F．3d　882（5th
　Cir＿　2002）　＿
一149一
訴追犯罪の本質的表現を修正する」88ことを言う。起訴状の修正に関するルールが厳格な法域で
は，訴追側が起訴状の修正を求める代わりに，この擬制的修正を利用する傾向があるため，被告人
側はそのような擬制的修正への異議申し立てを行う方法が一般に採られている89。連邦最高裁の先
例とされるStirone判決をまず取り上げ，その限界について検討を加える。
（1）Stirone半1」決go
　被告人Stironeは，州際通商を妨害したとして，ホッブス法違反で大陪審起訴された91。起訴状
には，被害者Riderがペンシルバニア州外から州内へ船で製鋼所建設用の砂を搬入することをSti－
roneが妨害したと記載されていた。しかし，公判で，被告人の異議申し立てを退け，裁判所は，
当該製鋼所で作られる鋼鉄を州外へと搬出することをも妨害したと証明する証拠を認めた。連邦控
訴審は，被告弁護人は当該証拠の提出に対し準備していたとし，このような不一致事実の認定は許
容されるとした。連邦最高裁は，この点について述べることなく，判決を破棄した。
　Black判事による全員一致の法廷意見は，以下のように理由を述べた。
　「本件正式起訴をなした大陪審は，Stironeの砂の搬入を妨害する行為を起訴することで満足した
のである。しかし，当裁判所も他のどの裁判所も，Stironeの行為がRiderのコソクリートで建設
されたであろう製鋼所の鋼鉄の搬出を妨害したであろうことにつき，大陪審が起訴する意図があっ
たと知ることなどできないのである。さらに，Stironeが当初の起訴状に基づいてのみ有罪とされ
たということも，有罪判決にとっての新たな基礎が加えられた確実性があるため，言えないのであ
る。公判裁判所は起訴状の修正を正式には認めなかったけれども，事実発生した効果は同一であっ
た。そして，ここでの鋼鉄の搬出に関する犯罪の追加は，ささいなものでも，無益なものでも，無
害のものでもないのである」と述べ，修正第5条が保護する「基本的な権利を奪うことは，無害
の手続的環疵として見逃すにはあまりに深刻すぎるものである」92とし，判決を破棄したのである。
②　検討
　単なる差異である不一致事実の認定と起訴状の擬制的修正の区別はどこに引くことができるので
あろうか。Hynes判決では，「不一致事実の認定は，起訴状記載事実は変更されていないが，公判
で提出された証拠が起訴状の内容と実質的に異なることを証明する場合に生じる。一方，擬i制的修
正は，訴追犯罪の本質的要素を修正する証拠の提出ないし陪審への説示によって起訴状の内容が効
果上変更され，結果，被告人が起訴状記載事実とは異なる犯罪で有罪とされた実質的な可能性があ
88Daraio，445　F．3d，　at　259－260．
89Wright，　supra　note　19　at　627．
90Stirone　v．　United　States，361　U．S．212（1960）．
91Hobbs　Act，15　U．S．C．S．§1951．
92Stirone，361　U．S．，　at　217－218．
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る場合に，生じるものである」93と，その違いについて述べられている。上記のBerger判決およ
びKotteakos判決は，不一致事実の問題であり，二重処罰の問題は発生しなかったために，被告
人への不利益の有無のみをそれぞれ判断した。そして不利益があるとされたKotteakos判決で
は，判決が破棄されるに至った。一方，起訴状の擬i制的修正の問題となると，それは「不利益があ
ったか否かを顧みることなく致命的であり」94，「それ自体が修正第5条の侵害である」95とされ，
バーガー基準は適用されないことになる96。
　Stirone判決は，起訴状に記載されていた犯罪の要素をアレソジしなおしただけでなく，新たな
事実的要素を付加したために，擬i制的修正とされた。連邦下級審では，Stirone判決を許容しえな
い不一致事実認定論のプロトタイプー起訴状の擬制的修正　とみなし，大陪審の訴追内容を修正す
る可能性を生み出すような，犯罪要素の基本的特徴を変更する程度のものを擬i制的修正とする裁判
所がある97。他方で，よりベインルールに従う裁判所は，いかなる要素であっても検察官の事実的
主張が基本的には変更される不一致を，すべて擬制的修正とみなしている98。
　修正第5条と修正第6条との関係はいかなるものか。この点につき，連邦巡回裁判所裁判官
Gibbons判事の説明が正鵠を射ている。すなわち，不一致事実認定論は，「大陪i審の憲法上保障さ
れた役割を侵害するものではなく，裁判の公平さを促進すること，および被告人の告知と聴聞の機
会を保障することへの侵害なのであり」，修正第5条のルールというよりもデュープロセスのルー
ルであるとし，起訴状の擬制的修正は，大陪審の起訴によらない犯罪事実で被告人が有罪とされる
ことが問題であると99。この見解に従えば，許容しえない不一致事実の認定は，被告人の告知を受
ける権利を侵害するものとなる。一方，起訴状の擬制的修正は大陪審条項違反の問題ということに
なり，正式起訴状の修正の場合と同じ問題に直面するということになるであろう。そうであるとす
るならば，前述したように，修正第5条の内容を満たす起訴状は修正第6条の要求をも満たすと
いえ，判断の基底には告知を受ける権利をも取り込んでいるといえよう100。
93United　States　v，　Hynes，467　F．3d　951（C．A．6th　2006）at　961－962．
94United　States　v，　Mueffelman，470　F．3d　33（C．A．1st　2006）at　37．
95United　States　v．　Dupre，462　F．3d　131（C．A．2d　2006）at　140．
96この点につき，連邦下級審での相違（split）があるのも事実であり，「起訴状の擬制的修正は，つねに不利
　益を与えるわけではない多くのさまざまな暇疵（error）の類型をカバーしている広範な表現である」（Unit－
　ed　States　v．　Brandao，539　F．3d　44（1st　Cir．2008）at　60－61）ために混乱が生じているとされる。　See，　Kimber－
　ly　L．　Patwardhan，　Case　Comment，42　Suffolk　C［L．Rev．313（2009）．See　also，　Oyer，　supra　note　70．
97See　e．g．，　United　States　v．　Knuckles，581　F．2d　305（2d　Cir．1978）；United　States　v．　Munoz，150　F．3d　401（5th
　Cir．1998）．
98See　e．g．，　United　States　v．　Figueroa，666　E2d　1375（11th　Cir，1982）；United　States　v．　Wozniak，126　F．3d　105
　（2d　Cir．1997）．
99United　States　v．　Croker，568　F．2d　1049（3d　Cir．1977）at　1059－1060．
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lv．結　論
　以上，アメリカにおける起訴状の修正および不一致事実の認定につき，連邦最高裁判例を中心に
考察を進めてきた。得られた帰結は次のようにいえる。
　第一に，起訴状の修正では，正式起訴状の場合と略式起訴状の場合で，その困難性の原因が異な
っていた。前者では，連邦最高裁は，修正第5条の大陪審条項を根拠にその修正を許してこなか
ったが，Miller判決以降は，当初から起訴状に記載されていた事実ならば修正は許容できるものと
して取り扱っている。略式起訴状では，連邦刑事訴訟規則7条（e）が規定するように，被告人に不
利益を与える修正，および異なる犯罪の起訴となる修正は許容されていない。これら起訴状の修正
においては，修正第6条の保障である被告人の告知を受ける権利が考慮されているといえ，それ
を侵害する修正は許されないという点に意義があろう。
　第二に，不一致事実の認定では，許容される認定の基準として，被告人への不利益および二重の
危険が挙げられており，とりわけ前者が重視されている。その判断にあたっては，具体的な訴訟で
の攻防も検討要素とされていることには注意が必要であろう。許されない認定とされる起訴状の擬
制的修正では，起訴状の修正と同じく大陪審条項を根拠に取り上げており，その事実のみをもって
破棄されるものとされている。不一致事実認定論でも，被告人への不意打ち認定は許されないとの
立場が示されており，アメリカでは一貫して，そのパースペクティブを維持しているように思われ
る。
　最後に，以上の帰結から得られる日本法への示唆を若干述べておこう。
　アメリカの議論は，起訴状の修正は訴因変更の可否・許否に，不一致事実の認定は訴因変更の要
否に示唆を与えるものといえる。なぜならば，起訴状の修正は，修正が許される限界を検討するも
のであり，一方，不一致事実の認定は，修正が必要な場合を検討するものだからである。この点に
関しては，詳細な検討を更に必要とするものであるため，今後の課題としたい。
　訴因変更の要否では，事実記載説が有力となるにつれ，一定の重要な事実の変動ならば変更手続
を採る必要があるとされる。そこでは，具体的防御説と抽象的防御説の対立があるが，一般基準の
明確化という観点から抽象的防御説が妥当とされている101。しかし，被告人への告知を重視する
のであれば，起訴状および訴訟での具体的な進行を加味し，事実上被告人にとって不意打ちとなら
ない認定であれば，争点顕在化手続などを代替手段とし102，訴因変更手続をわざわざ採る必要は
ないともいえるのではなかろうか103。
100Stirone判決の根拠を，起訴状の機能である大陪審のスクリーニング機能および被告人への告知機能の侵害
　と捉える見解として，See，　Benjamin　E．　Rosenberg，　The　Analysis　of　Defective　Indictments　After　United
　States　v，　Cotton，41　Crim．L．Bull．463（2005）at　467－468．なお，大陪審のスクリーニソグ機能は期待しえな
　いとし，その廃止を訴えるものとして，See，　William　J．　Campbell，　Eliminate　the　Grand　Jury，64
　f・　C「im，・乙，＆Criminologyヱ74　（1973）．
101田宮・前掲注（10）199頁。判例の立場として，最判昭和36・6・13刑集15巻6号961頁参照。
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　また，日本においては，修正第6条のように，告知を受ける権利は明文化されていない。最高
裁は，第三者没収に関する事件において，憲法31条の内容に告知・弁解・防御の機会を読み込
み，実質上その権利を保護しているように思われる104。この視点からは，当事者たる検察官が訴
因の変更を自由に行えるという制度をもっては当事者主義とはいえず，「不利益を受ける被告人側
が訴追側に対決し，それに挑戦しうる仕組み」105をもって当事者（論争）主義だといわれる。どの
ようにして被告人の告知と聴聞の権利を具体化するのか，また具体化できるのかが，我が国の刑事
訴訟における原理理解の分水嶺となるように思われる。
　さらなる検討課題は多々残されているが，以上の指摘をもって本稿を締めくくりたい。
102この点，公判前整理手続の導入によって，争点はより重要なものになったといえる。すなわち，公判前整
　理手続において，争点の整理（316条の5第3号），裁判所による争点の確認（316条の24），裁判所による
　当該争点の公判への顕出（316条の31）がなされることになる。
103田口守一『刑事訴訟法［第五版］』（2009年）301頁は，被告人の具体的防御権の観点から，争点変更に意味
　をもたせる。
104最判昭和37・11・28刑集16巻11号1577頁。
105渥美東洋「訴因制度と当事者主義・論争主義構造」『向江璋悦博士追悼論文集』（1981年）166頁。
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